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畑作における経営展開とコスト問題

一生産費分析による経営的接近一

階　林

1．問題意識と課題

2　考察対象の概要と調査・分析の方法

3．畑作に慶ける経営展開とぼスト問題の実態

4．　まとめ

1．　問題意識と課題

　農業経営が新しい条件変化に対応して農：業経営組織の構築、再編をはかり、より

望ましい生産方向を追求しようとするとき、諏スト問題はとりわけ重要な地位を占

める。何故なら、個別の農業経営が生産活動を通じてより大きな経営目標（一地代

を含む最大の純収益）を実現するためには、農業粗収益と農業経営費との差を可及

的に大きくする必要があるが、前者は経営部門の規模や収量水準とかかわって絶対

的なコスト水準を左右するのに対し、後者は経営規模や作付体系、地力水準、機械

装備、作業組織、等々とかかわって前者の水準を規定すると同時にコスト自体を形

成する。農業経営や土地利用の分析に際してしばしばコスト問題の重要性が指摘さ

れるのは、かくのごとき内容を示すものと把えられる。

　かかる理解にもとづき、小稿では畑作経営を直接の研究対象に措定して農業経営

組織論的な視点から農業経営や土地利用の態様と生産費との関係を実証的に検討し、

それを通じて農業経営組織とコストの関連の実態とそのメカユズムについて考察す

る。もちろん、コスト問題というときには生産過程から流通過程にまで及んで解閣

さるべき課題は多岐にわたるが、小稿はそのうちの生産面からしかも農業経営組織と

生産費の問題に課題を限定して論じようとするものである。

　さらに、コスト問題が農業経営や土地利用の態様と関連して個別の経営展開にい

かなるかたちで結びつくかを明らかにするためには、もとより動態論的な観点から

の分析が必要であるが、小稿はそのための前段的な作業として特定時点の静態的分

析に限定して扱うことにする。

　なお、農業経営組織論的な視点から経営の特定部門を問題にしょうとする場合、
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当然ながらその部門と経営総体との関連を抜きにして議論はなしえない。しかしな

がら、現在、農林水産省等の実施している生産費調査は、主として国民経済的立場

から標準的な価格算定に資するねらいから農業経営の特定部門のみを単独に抽出し

て取り扱い、経営総体とのかかわりという視点が全体的に希薄であるところがら、

この種の研究素材としては必ずしも適切ではない（Pそこで、小稿では我々、北大農

業経営学教室が昭和54年8月に実施した農業経営実態調査の結果を用いて生産費

分析を行なうことにより考察を進める。

2．考察対象の概要と調査・分析方法

　中札内村は北海道十勝平野の南西部に位置する純農村であって、北海遵畑作のみ

ならず我国の畑作農業を代表する地帯の一つである。同村をも含む十勝農業は、昭

和30年代後半から急速に進行するトラクター化の動きを契機にしてその後著しい

構造変化をとげてきて於り、最近のこの動向を簡単に要約すれば機械化・規模拡大

の展開とそれに即応する経営の単純化・専門化の動きとして表現される。かかる特

徴は、中札内村農業に対しても全く岡様に指摘されるところであるが、最近の同村

農業の実態は概括的に次のように整理できる。（第1表）

第1表　中札内村に澄ける土地利溺の動向

主要畑作物の作付比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

年次（昭和） 総農家数公ε

＝耕戸畑

W解

だいず あずき
いんげ

�ﾜめ
てんさい

ばれい

ｵょ
小　麦

膏　メ弓

ﾆうも
?こし

牧　草

37 21，265 8．4 17．7 12．5 20．5 63 6．4 L5
一 20．9

40 19，761 9．2 9．8 9．4 23．6 8．7 9．2 1．7 3．6 27．0

43 17，605 10．5 5．4 10．7 17．6 11．5 10．8 1．7 4．2 34，荏

十勝

46 15，224 12．4 4．1 12．5 15．2 11．6 9．3 2．5 4．2 38．魂

49 13，083 14．4 6．1 5．婆 1α0 1L7 8．6 3．5 6．2 393

52 12，255 15．6 4．4 5．4 103 93 9．3 5．8 8．3 44．4

37 498 11．9 19．8 15．1 30．5 2．4 5．4 1．2
　 10．2

40 437 14．0 11．4 10．4 36．9 5．3 11．5 04 2．4 16．5

43 380 16．◎ 7．0 10．4 223 16．0 18．2 03 3．4 20．1

中札内村

46
一 一

5．9 11．2 2L7 15．0 20．7 2．6 3．5 2L3
49

一 一 10．8 4．塵 13．4 16．8 15．8 2．5 6．4 25．6

52 288 23．0 53 4．5 24．7 11．0 16．6 4．8 8．7 20．8

注）　「北海道農業基本調査」、「作物統計」より作成。なお、中札内村の農家数及び耕地颪積は農協
　　資料による。
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　まず、村内では昭和38年頃からトラクター化の動きが一般化し、当初は機械化

営農とあわせて従来のまめ作偏重型の畑作から脱皮をはかり安定的な寒冷地畑作を

確立すべく、てんさいと酪農をとり入れた個別複合化の方向が追求される。その後、

機械化の進展と離農の増大により規模拡大が急速に進行し経営組織の単純化と専門

化の動きが顕在化すると共に、この傾向は農協等の積極的な指導施策のもとに一層、

強化されて、今日では個別複合的な混同経営から畑作霜囲や酪農専業、或いは一部

では養豚や養鶏の大規模畜産経営へと著しく形態分化が進んできている。しかしな

がら、かかる動向の中で大規模畜産経営での家畜糞尿公害や飼料問題、畑作経営の

地力問題など大規模・専門化に伴う経営問題が表面化し、村では現在これらの局面

に対処して「地域複合システム化」のかたちで±：地利用を媒介にした両集団の有機
的結合をはかろうとする取り組みが実施されている（智

　最近の中札内村農業の上述した特徴は、北海道畑作全体についてもほぼ同様に認

められ、第2表「主要点作物の生産費の動陶」にはこの内実が端的に表われている。

たとえば、近年の経営の大型化、専門化傾向を創出する主：要条件となった機械化・

化学化に代表される先進技術の普及は、畜力の排除や省力化を著しく促進すると同

時に「深耕・多面栽培」を可能にして根菜類の大熱な増収を実現している。費用動

向では近年の技術構造の変貌が明確に読みとられ、とくに費用構造の大型化が顕著

であるが、わけても畜力費や労働費の減少に対応する農出藍費の伸びと霞給肥料の

減少に対応する購入肥料費や農業薬剤費の増加が特徴である。

　次に、農業経営実態調査の方法と生産費計算の処理方法について述べれば、まず、

調査対象農家の抽出に際しては、農業経営や土地利用の態様と生産費との関係を分

析するねらいから、経営耕地面積規模や経営形態、作付体系、調査作物の作付規模、

収量水準、機械装備等を基準指標にしてサンプリングを実施した。調査農家の概要

は第3表のごとくであるが、面積階層からみればいずれも村平均以上の規模階層に

属する経営である。

　調査対象作物には、村内では最も作付の多いてんさい、原料用ばれいしょ、いん

げんまめ（大正金時）、牧葦の四つを取り上げた。な詮、本稿では紙幅の都合から

考察の対象作物を～般畑作物のみに限定する。

　経営実態調査では、最初に作付図を作成して経営の作付状況を作付圃単位で聞き

取り、次いで作付図にもとづき調査作物の作業過程を作付圃、一枚ごとに生産費調

査の様式に従って詳細に聞き取った。とくに配慮したのは、調査作目と他部門及び

経営総体との関連性の把握である。
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第2表　主要畑作物の生産費（10a当たり）の動向 北海道

年次

i昭和）

第1次
ｶ産費
@　（円）

種苗費 肥階、
うち

w入

鐵剤費 鎌費

畜力費 労衝贋
うち 投下時間（時闇）

費用合計r

@　　（円）
比率
i％）

労働 畜力 動力
収量
@　α（の
所得
@　（円）

36 11，034 11，224 王00 2．5 39．1 28．3 23 4．8 9識 38．1 33β 73．5 8．8 0．8 2，565 6，171

てんさい 46 26，758 26，758 100 3．5 31．7 27．6 5．2 9．3 2．9 34．5 27．8 37．2 1．6 3．4 4，416 15，320

53 69，952 69，952 10G 42 35．2 3G．5 6．4 12．5 o 3玉．4 27．8 3Q．7 G．1 5．5 4，666 35，213

36 4β圭1 4，663 1QQ 8．5 273 25．3 1．5 7．5 14．1 33．6 293 27．7 5．6 L2 175 7，77角

い磁デんまめ 荏6 11，172 1L291 100 7．9 22．2 21．5 6．1 12．8 3．9 37．6 34．7 2α4 1．0 3．0 1填1 6，479

53 34，596 34，663 100 5．2 27．玉 19．姦 4．4 193 … 36．2 30．8 玉7．6 一
4．4 229 23，548

36 5，443 5，806 100 6．5 28．5 28．2 2．9 8．1 11．3 38．4 35．6 345 5．5 1．4 257 6，171

小　　麦 46 9，551 11，768 100 7．7 25．7 25．5 16．2 3．9 37．6 33．3 11．4 0．5 1．9 163 1，673

53 29β29 30，424 100 9．7 29．2 29．2 農3 11，喚 … 11．7 1L7 4．2
一

0．3 382 35ρ79

『北海道農畜産物生産費』より作成。



第3表調査農家の概要（昭和53年）
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸）

　　経営形態

o営耕
n面積規模

畑専

畑畑
?作?

¥十
逞{
ｬ留N

混岡 酪専

計

15～20£α 1 1

20～25 6 2 6 14

25～30 3 3 4 4 14

30～35
1 1 1 3

35～40 2 1 3

40拓α以上 1 1 3 5

計 13 唾 7 16 縫0

平均経営耕地

ﾊ積　　㈹
28．4 28．7 30．7 36．8 32．2

注）　「畑作一ト育成牛」は、その経営にとって畑

　作の経済的比重の高いことを示す。

作物残響 　評価額
~／収穫部位1t

てんさい茎葉 2，676

秋小麦麦稗 10，658

大豆まめ殻 6，610

菜豆まめ殻 14，002

とうもろこし三三 8，228

緑肥えん麦 15，622

牧箪 3，20凄

参考資料：副本土壌肥料学会昭和54年度大会運

　　　　営委員会『北海道の畑作と土手肥料』

　　　　1979年、P117、北海道農業試験

　　　　場彙報妬95、1969年、P36・40

　また、生産費の計算処理にお・い

ては、基本的には農林水産省の農

畜産物生産：費調査の方法に準拠し

たが、一部、畑作の実態に即した

基準指標や計算方法を適用した。

そのうち主要な基準指標の設定に

ついて簡単に触れて澄く。

　作物残渣の評価基準

　　　費用価原則による作物残渣

　　の評価は事実上不可能に近い

　　が、しかし、その方向に少し

　　でも近づけてより的確な評価

　　を行なうために次の方法によ

　　り評価基準を設定した。嫁ず、

　　村内の一部の経営で作付けさ

　　れている「緑謡えん麦」に着

　　目し、別途に農家調査を実施

　　してその標準的な生産費を算

　　出した。次に、そこで得た値

　　と「緑麗えん麦」の要素含有

　　率でもって市価評価した値の

　　上ヒ（7，590門：　15，622F［ヨ

　　‡1：2）に従い、要素含有

　　率で評価した各々の作物残渣i

　　にその比を乗ずることにより

　　評価額を算定した。結果は表

　　の通り。

自家労賃の評価基準

　　自家労賃の評価は、基本的には労働の再生産に要する費用として理解する必

　要があるという立場から、農村雇用賃金を基準にするのではなく、生計費説に

　準拠するかたちで労働の再生産に要する家計費にもとづいて評価を行なった。
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　　実際には、中札内村に澄ける最も標準的な世帯を3戸抽出し、それらを対象に

　　した家計費調査を別途、実施して村内に診ける社会的、標準的な家計費を把握

　　した（標準的世帯の家計費の最低水準を昭和53年度で180万円に設定）。

　　そして、農業経営実態調査の中から村内では～般的、平均的な経営形態及び経

　　営規模と把えられる経営を参考にして標準的な農業就業時間を定めた（年間総

　　労働時問4，500時間、うち男子2，500時間、女子2，GOO時間）。その結

　　果、基準となる自家労賃評価額を1時間当たり400円とした。な澄、農業（
　　農家）労働の特質を考慮して労賃の男女籠は購ら伽こととし謂

　その他

　　　固定資本財評価とかかわって、財用年数の評価は「主観的判断に：よる恣意性

　　を排除するには、固定資本の種類・型式別に統一的な耐用年数を設定すること

　　が必要となる挫。うから＿榔は農林水醜の隈畜麟潜門難評価標

　　準』を基準に胴いる場合が多い。しかしながら、今賑の寒冷地畑作の実情を考

　　志するとき全国一律の耐用年数を適用することには正鵠を期しがたい側面を生

　　ずる恐れのあるところがら、とくに実態との乖離の大きな農機具については可

　　及的野。膿羅営実態謹で得下値を恥る。とにし謂

　な澄、現行の生産費調査においては、一般に農畜産物の生産のために消費した経

済価値を第一次生産費として、そしてこれに加えて、生産の結果生ずる利潤の分配

分としての地代や資本利子をも含む価値を第二次生産費として計算がなされている。

このうち、第二次生産費を構成する地代や資本利子に対してこれらを生産費中に含

めることの是非或いはその評価算定方法をめぐり古くから数多くの議論がなされて

いる（1）輔ではとりあえず第＿姓韻の講醐下定して備し、地代禍本

利子に関する理論的、技術的な整理を含めて第二次生産費による考察は別の機会に

譲ることにしたいQ

3．畑作における経営展開と：コスト問題の実態

　の生産費分析の概括

　上記のごとき課題と方法にもとづき整理した計算結果が、第4表である。

　表は、各農家の調査作物をそれぞれ作付規模別に集計したものであるが、各作物

の生産費の内容から第2表で指摘したと同様な今日の畑作農業の生産力構造の特質

が読み取れる。

　また、作付規模階層別にみれば、大正金時は別にしててんさいと　料用ばれいし
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第4表　　主産物単位当たり生産：費 （昭禰53年　中札内村）

ω　てんさい 1£当たり
（単位：円）

8
1

第玉次 副産物 農　業 光 熱 その他 賃借料 建物・
戸　数 費用念計 種苗費 肥料費1 の 諸 及　び 農機具費1

作付規模 ㈲
生産費 価　額 薬剤費 動力費 材料費 料　金 設備費 1うち

平均（合計） 25 8ゆ95 2β76 10771 1講25 4β041　4ρ21
@　1

755 274 209 186 150 17791屡　1752

3．o融未満 4 9β03 2β76 11279 603 53181　3913　　1 582 312 213 307 116 22951

3．0～4．0 2 玉Gβ王0 2β76 12β86 1，760 5β60：郷1 477 308 151 一 56 獄436； 2β88

4、0～5，0 7 8217 2β76 10β93 8王6 嵐7681・β89 770 273 291 150 112 三β82ii　1265

5．0～6．0 5 8ユ09 2β76 10785 重ゆ51 　　1Tρ641　3408 795 239 277 294 156 15991

6．0～8．0 3 7β主5 2β76 10β91 1，270
　　§
Sβ8114ユ76 473 259 92 445 276 1．5531

8，04α以上 4 η08 2β76 玉0β84 1β27
472714296 933 292 圭75 19 132 1β621μ637

1 投下時間 （時間） 経 営 概　　　況
f 10a当

トラク 経営灘膿家数㈲ 調査作物

作付規模

労働費1

@　5iうち家族
たり収

ﾊ㈲
粗収益 駈　得 労　働1　　旦

@　1うち家族　　1

ター

ﾒ　動 畑専：

混岡
畑育

ｨ鶏
酪専

経営耕地

ﾊ陵㈹
作付面駿

@㈹
作付比率

@（殉

平均（合計） 　　…P4881 王281 5714 21，146 11β55 　iR・7　i　　3・2 0．7 12 11 2 28．7 5護 18．7

3．o舷未満 　　韮Q2341 2ρ78 5護17 2L146 11£45 　「T．6　1　　5．2 1．1
…

2 2 23．5 2．3 9．8

1

3．0～4．0 24381
@　垂

2ρ31 5β28 21，146 10殴91 5，7　i　　5．1 0．8
一

2
一 43．6 3．4 7．7

4，0～5．0 1729‘
@　犀
M78 5β47 21ユ46 11432

　…
S3　1　　3．7 o．9 4 3

｝ 25．5 4．2 16．6

5．0～6．0 　　1Pβ101 玉β59 5β85 2王ユ46 11β19 　1R3　i　　3．1 0．7 2 3
｝ 27．8 5．2 18．8

6．0～8．0 　　｝
Pβ411 1265 5715 21，146 12ユ20 3．8　1　　3．2

@1　　　　　　　i

0．6 3
一 一 26．6 6．9 25．8

＆0んα以上 　　5Pユ181 894 5781 21，146 11β56
2．8　1　　2．2　匠

0．6 4
一 一 34．8 10．6 30．3



②　原料用ばれいしょ 100砂当たり
（単位：円）

黛

1

i ’

第1次 劇産物 農　業 光 熱 その他 賃借料 建物・
戸　数 費用合計 種苗費 肥料費1　　1 の 諸 及　び 土地改良 農機具費l　　l

作付’規模
㈲
生産費 懸　額 旦・うち購入

薬剤費 動力費 材料費 料　金 設備費
1

1うち

@大農具

平均（合計） 13 L157 一 1，157 205 3831　　269 133 40 9 9 29 2571 254

3．o花α未満 3 王，564 一 1，564 275 ・59136・ 197 38 14 43 51 　「R30　1 327

3．O～4．0 3 三369 一 1269 244 ・・9 P283 315 39 12 6 25 　「Q25　1 221

4．0～5．0 2 974 … 974 204 357墨　　233　置

84 37 6
一 19 ・471 145

5．0～6．0 1 1ρ05 … 王ρ05 231 339：　179 王54 41 12 …
35 130｝ 123

6，0～8、0 2 1，173 一 1，173 119 495：259 62 33 2 17 31 　iR27　1 326
8．04α以．ヒ 2 1ρ93 … 1ρ93 214 3填ユ1　282 99 48 11

…
25

　…288

286

1 投下時間 塒間） 経 営　　　概 況

10a当
！

トラク
経営形態別農家欝琿）

経営耕地
　　濫ｲ査作物調査作物

作付規模

労働費1 たり収
ﾊ（陶

粗収益 所　得
労　働i

@　l@　・うち家族
夕一

ﾒ　動 畑専
畑

混同

Z 一心 面積㊥
作付面積i作付比率
@㈱i　⑯　　1

平均（合計） 91　響 3332 1，581 503 α231α20 0．09 12 1
一 28．2 5，1　1　17．9

T

3，0融未満 159　11　147 3湛98 1β15 198 　　且O．40　墓　037 G．12 3
一 ｝ 22．6 2．6 5　圭1．3

1

3．G～4．G 93　1 92 3クGQ 獅53 376 O，23　1　0，23 G．1G 3
一 ㎜ 28．5 3．Q 1　隻G．5

6

4．0～5．0 12玉1匡　109 3β71 1，664 799 α3010．27 0．11 1 王

一 22．5 4．7　1 20．9

5．0～6．0 63　匡 53 4ρ80 1，540 588 0．王6　犀　0．13 0．08 1
｝ ｝ 34．7 5．9 1　17．0

6．0～8．0 86　注
；　67

3β56 1β？6 569
α221α17　　塵

0．09 1　2 一 一 28．3 6．8

1　23．9

t
～

8．0釦以上 68　1 57 3909 1陰93 魂57 O．17　薯　0．14 0．07 2
… 一 38．9 10．1 1　26．0

1



③　いんげん蚕め（大正金時） 60k夢当たり

（単位：円）

象

第1次 副産物 農　業 光 熱 その他 賃借料 建物・

作付規模

戸　数

@㈲
生産費 価　額

費用含計 種苗費 肥料費l

@　l@　iうち購入
薬剤費 動力費

の　諸
ﾞ料費

及　び
ｿ　金

土地改良

ﾝ備費
農機臭費l

@　　l うち1：大農翼

平均（合計） 23 玉0，王12 840 10β52 959 　　5Tρ6612β90 9玉2 380 152 209 223 17061

2．o融未満 4 7261 84◎ 8，101 838 ・β・8：1β88 694 348 84 一 170
　　11β6荏

2，0～3，0 7 7護73 840 8β13 779 a・・7：・β・7 554 364 204 137 195
　　11，6蔭4

3．O～4．0 6 11，016 840 玉1β56 1，王66 　　3翌U三713236 852 361 151 198 360
　　き1，968

　1β40d

4，0～5．0 5 8754 840 9594 809 2794ia603
@　1

1ρ0玉 326 118 352 114 12361　U71@

5，0£α以上 1 22396 8姦0 23236 羅38
13β1415β20　　塁

2ρ23 728 198 104 281 2795 1　2716

投下’時間 （時問） 経 営 概 況

10a当 1
｝ラク
経営形態劉農家数

経営耕地
　　　奪
ｲ査作物調査作物

作付規模

労働費：

@　…
iうち家族

たり収

ﾊ㈲
糧収益 所　得

労　働l

@　lうち家族

ター

ﾒ　動 畑専
鑑嗣糠

酪専 薗積㈲

作付醸1作付比率　　　1　絢、　（％〉　　　摩

平均（合計） 1β46： 1，246 194 13269 3，562
3．4　塵　　3．ユ　！

0．9 圭2 10 1 293 3．一
1◎．7

2．o£α未満 1β561

@　8
L772 205 12304 5β74 491嘱 0．8 1　1 2 1 23．4

．、！
5．7

2，0～3．0
嵩・・9：

1，348 197 12，693 5，727 　1R．6　【　　3．4 1．0

1　1
6

皿 26．8
。、1

8．9

3．0～4．0 ・183 p 1ρ21 21王 13254 2滋19
　2
Q．9　1　　2．6

@1
α8 5 1

一 31．0
　1
R・2　i 10．4

4．0～5．G 1．1271

@　1
1，三〇7 208 13282 4794 z8128　1 0．9 4 1

一 33．7
・・；

王2．6

5．0彦α以上 　　｝
Pβ531

@　｝

1779 120 15β40 △5β16 4．6　1　　4．4

@§

L3 1
一 … 37．8

・・1
25．4



よの根菜類では全体的に投下時間に齢いて大規模層ほど機械利絹時間が長く労働力

利用との代替関係が強くなって於り、かかる点には規模の有利性の反映が認められ

る。しかしながら、さらに詳細に検討すれば、作付規模が大なるほど生産費が安い

わげでは必ずしもなく、より大きな成果を実現しているのは一定の作付規模を適度

な作付比率により経営内の部門栢互間に位置づけている経営であることが明らかに

なる。

　たとえば、てんさいでは主産物単位当たり第一次生産費が6．0～8．0伽層までは

減少しているのに対し、8．0葱以上層では横ばいないしむしろ高くなって澄り、同

じ傾向が原料用ばれいしょでは4．0～5．0伽及び5．0～6．0勉層を境に表れている。

さらに、この傾向は経営概況に示した作付面積と作付比率との問に覗いても等しく

確認され、かかる状況から旧地利用方式や作付体系などの農業経営組織と生産費と

の間には一定の関連性のあることが推察される。

　2）　農業経営P組織と生産費

　次に、上記の実態に着目して農業経営組織の主要側面である角地利用方式や作付

体系と生産費の間にはいかなる関連が存在するかについて考察する。な澄、分析で

は対象作物を現在の畑作農業の中心的作物であるてんさいに代表させる。

　前述のごとく農業経営にとって収量と生産費は極めて重要な意義をもつが、第玉

図は両者の関係をそれぞれ1Ga当たり収量と1t当たり第一次生産費を指標にし

て示したものである。

　図よりまず指摘されるのは、収量と生産費の間には生産費の安い経営は総じて収

量が高く、逆に生産費の高い経営では収量が低いという逆相関の関係が存在してい

る点である。この他にも生産費が安くて収量の高い図の1部分に位置する経営群に

は、総じて作付規模が5勉前後で作付比率15～20％の水準にある経営が集中し

て知り、これらの経営の中に畑作専業経営に交じって畑作・育成及び畑作・養鶏、

混同形態などの畑作複合経営が約半数を占めているのが特徴である。この点は、複

合経営が本質的に費絹節減の機能を有することを示す証左の～端として注目すべき
　　　　　（7＞
実態である。

　ところで、図からはさらに：興味深いいくつかの現象が認められる。例示すれば、

5番農家と嘆番農家の間では作付規模が等しく作付比率もほぼ同一で、しかも経営

形態が同じでありながら生産費や収量水準が大きく乖離している。また、15番と

13番農家では収量水準が同一でも生産費の水準が異なって診り、13番と27番

　　　　　　　　　　　　　　　　　一66一



第1図　　てんさい1t当たり生産費と圭Oa当たり収量

6．6

6，4

6．2

10

a
　　6．0冊
当

た

り　　5．8

収

量
　　5，6
？

）
5．4

5，2

5．0

4．8

1

（　5．018．9）（覇）

⑮
　5　　（4．016．6）

（11：1）⑯

　　　　（21：1）

Gl：1）

1・ヒ1巷：9）

　　9

20（、1：1）

　　⑭（、1：1）

（31：8）8⑰

　　　（　5．6159）

Gl：琶）13

　　3
（　7．4325）

　　　　⑱
　　（　4，419。2）

盤（　2．813，4）

無印　　畑専形態

（作付規模（影α）作付比率（％））

（　5220，6）7

　　　12　　2
　（　9．926．2）（11：1）　、（、1：1）

　　1（　6．0278）図（1：1）

　⑳
　（2．9玉1．4）

4　　　　　　　　　　　豆
（　4．017、0）　國

　　　　（§：8）＠（1：含）

　　⑲
　　（4．5工67）

（平均）

　　67891Q　111213　　　　1t嶺たり第1次生産費（1，000円）
両者の単純相関係数　r一一Q茄詳葵　蘇有意水準蟻

農家の間には収量水準がほぼ同じでも生産費が大きく相違するなどの結果が表われている。

　その他、比較対照すればいくつも興味ある関係が明らかになるが、では、かかる

結果は一体いかなる条件に起因するのであろうか。この疑問を解明するために、上

述したいくつかの事象のうちの一つに焦点をあてて農業経営組織と生産費という観

点から分析を行なうことにする。取り上げるのは、5番と媛番農家との間に認めら

れる「作付規模や作付比率、経営形態が同じでありながら収量や生産費が相違する

のは何故か」という問題である。な於、両経営は土壌条件及び気象条件がほとんど

同一とみなされる経営である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　一67一一



第5表　　農業経営組織と生産費　（てんさいを代表事例にして）

　〔作付規模、作付比率、経営形態が同じでも収量や生産費が異なる場合〕

（1）　生産費の内容

主　　要　　な農家番号

作付規模

@　㈹

作付比率

@（％）

経営形態
10a当

ｽり収量

@㈲

1t当た：り

謔P次生産

?　　㈲

R当た：り

?用合計
@　㈲

種苗費
自　給

?料費

購　入

?料費

5 4．0 16．6 畑　専 6，560 6，571
9，247

i100）

1，286

i13，9）

611
i6、6）

3，196

i34．6）

4 4．0 17．0 畑　専 5，ユ00 8β56
11，032

i100）

1，412

i12，8）

475
i43）

2，76／

i25．0）

②　てんさいの栽培条件

労働力保有 作　　　付　　　構　　　成　　（慮α、％）農家番号

基　幹 補　助

総作付

ﾊ　積

@㈹
てんさい ばれいしょ ま　め 小麦

その億

iえん麦）

5
主人　50才’

ﾈ　　47
一

24．1

i100）

4．0 　7，9

i32．8）

　9．0

i37．3）

　3．0

i12．5）

0．2

io．8）

4
主人　　53
ｷ男　　24
ｷ男の妻23

㎜

23．6

i100）

40 　2．5

i1α6）

15．1

i64．o）

　｝

i一）

2．0

i8．5）

圃　　　　場　　　　条　　　　件 て　　ん　　さ　い農家番号

　　（3）土漿旧名 トラクター 移植機圃場番号

ﾞ場面積
土　性 とび地 借　地

規格 所有形態 規格 駈有形態

5
①　L5花α

K　2．5
新　生 石礫2．5毘α

一 圏一

47ps

V2ps

11

2畦 協

4
⑥　2，2

G　L8
新　生 石礫2．2釦 一 　

45ps

V8ps

1％

2畦 1

注　1）作付方式の採用度は、現行作付方式を実際に採用している調場爾積を総経営耕地面積で除

　　　　した比率。作付方式採用の確認は、作付図により整理した作付圃の過去3ケ年の作付順序

　　　　が、採用している方式に適合するかどうかで行なった。

　　2）農給有機物の堆肥換算の指標には、日本肥料学会贈和54年度大会運営委員会・前掲書・．

　　　　P52～53を用いた。
　　3）北海道立中央農試『地力保全基本調査成績書』1969年による。

一68一



費　　　用　　項　　　隈　　　　　（円） 1t当たり投下時間（時間）

農　業

�ﾄ繊

賃借料及

ﾑ料金
大農具費

　　　…

J働費｝うち
@　　：　家族　　　【　　ρ

1t当たり

V得

@　　㈲

　　　：労　働　1うち

@　　1　家族

トラクター

ﾒ　　動

　939
i10．2）

400
i4．3）

LO　86

i11、7）

　　　…1，124・　1，◎31

@　　：i12の1（1L1）　　　霧
12，930

　　i2．8　　・　　2．6　　：

0．8

733
i6．6）

　…
i一）

3，031

i27．5）

　　　…
Qほ92｝　1，782
@　　↑i19・9）；（16・2）

11，896

　　i5・5　i　4・5　　1

1．1

作　　　　付　　　　方　　　　式

至 避 欝 lv V 年限

　　（1）当方式の

ﾌ用度㈱

てんさいへ

ﾌ作物残
_以外の
L機物投入

繕全体猪〉

�距L機物1
?用量
i堆肥換算）

てんさい ばれいしょ
ま　め

ｬ麦
小麦 4年

　2β

i11．6）

鶏糞スラリー

@3t／10a

LO　52

@K〆10a

定　　型　　な　　し 一 　 一

640

j〆10a

用　主　要　機　械 作　　　業　　　管　　　理

スプレーア 駅穫機

規格 所有形態 規格 所有形態
共同作業

融雪剤

U布の
L無

移植下期
申越・

怐@草
追　麗

病虫害

h　除

700Z 王

ノ、一ベ

Xター
i1畦）

％
… 衡 5乃～圭。

4固 2園 6回

450君

U00君

協％
ノ、一ベ

Xター
i畦）

％
一 無 ％～12 3 1 3

一・ U9一



（3）てんさいの作業組織の概要

燃　　5 妬　　4

労働組織及び労働時間 主要作業機と利用蒋間 労働組織及び労働時間 主要作業機と利用時間

　　農家番号

?業過程

家　族 雇　用 雇　用

人員 時間 人員 時間
機種・規格 時間

人員 時間 人員 時間
機種・規格 時闘

育　　　苗 ○醗 1844 て［コ囎 28．0 ※六二髄 帳 296．5 ⊂コ瞬 48．0 ※轡墨騨

一団・整地 ○ 30．6 　 一

プラウ　2連

香[タリーハロー

8．0

R0．0

△ 31．2 … 一

プラウ1連・2連

fスクハロー

ﾊ一タリーハロー

16．5

Q．0

P0．0

施　　　冠巴 ○｛翻 25．8 一 へ

スノーモービル

uロードキャスター

vランター

2．4

Q．7

S．Q

△◎ 109．4 一 一 プランター 7．0

移　　　檀 ○囎 78．5 口 32．0 移穂機　2畦 32．0

伽
54．2 翻翻圏． 96．0 移植機　2畦 40．O

補　　　植 ○⑳ 64．G 一 ｝ … ㎜ ○愈 48．0 一 … 一 一

中耕除草 ○ 42．7 … 〔 カルチベータ 40．0 △ 39．4 ｝ ｝

カルチベータ

{肥幣カルチベ「タ

26．7

P0．7

手取り除葦 ○⑳ 64．0 一 　 一 ｝ ○魔 64．0
嘘翻礪
] 64．0

一 …

防　　　除 ○ 32．8 ㎜ 一 スプレーア700君 24．0 △ 38．9 … 一 スプレーア600君 42．0

収　　　穫 ○⑭ 153．9 ｝ 一

タ。パー　2畦

nーベスター1畦

11．4

TG．0 鵬 227．2 一 一 ハーベスター1畦 50．0

合　　　計

利用時間

i経営全

ﾌに対す
髞范ｦ）

676．3　　　　　60，0
|　　　736，3

@　（19，5）

トラクター稼動時闘

@　　201．4

@　（25．3）

908．7　　　　　208．0
|　　1，116。7

@　（21．1）

217．7

i23．3）

費　　用

@　㈱

294，969 　　285，063

iうち修理費49，963）

447，093 618，245

i28駄081）

他部門との

?・業競合

4／ひ一5∠ヒ　移植作業とばれいしょ播種作業

X／上一10／下一連のば漁・しポまめ類との収穫作業

4／F～5／圭　左購

@　　　　　　　一

注）　労働人員についてのそれぞれの記号の内容

　　　　　　　○：主人、㊥：妻、△：長男、＆長男の妻、〔コ男子雇風翻女子雇用
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　第5表は、それぞれ5番農家と4番農家のてんさいの栽培状況を示したものであ

る。便ず第5一ω表により両者の生産費の内容を比較すれば、双方の費用水準に主

要な影響を及ぼしているのは生産費目のうちの大農具費と労働費、及び購入肥料費

であることがわかる。

　そこで、生産費の内容にかかる格差が発生する要因を明らかにするために、第5

一一 i2）、第5一③表を用いててんさい作をめぐる技術構造をやや詳細に検討する。予

め結論を提示して澄げば、両者の差は結局、各々の経営内に八けるてんさい作部門の

位置づけの違い、つまり、てんさい作部門を包含する経営組織の態様の違いに起因

するものと把えられる。

　以下、その内容を説明するが、とりわげ注目せねばならぬのは双方の経営ではそ

れぞれ経営の中心作物が異なる点である。たとえば、②表の作付構成に示されるよ

うに5番農家の中心作物は作付比率の高いてんさいやばれいしょの根菜類であるの

に対し、4番農家ではまめ類が中心作物になって止り、このことは粗収益や所得面

から検討しても等しく裏づけられる。

　かかる特徴は二つの経営のてんさいの栽培状況に重要な影響を与えて診り、（2）表

から明らかなようになかでも作付方式と作付構成から成る作付体系と作業管理の側

面にはその影響が顕著に現われている。すなわち、作付体系については、5番農家

では小麦などの禾本科作物を導入して作物間の作付均衡を相対的によく保ち4年の

作付方式の中に的確に位置づけて生産を行なっているのに対し、4番農家では閉め

作に偏面した作付をとり特定の作付方式もないままに生産されている。作業管理面

に知いては、寒冷地畑作ではとくに腎：要な適期移植の励行、或いは中耕除草、追出、

防除作業の実施状況に違いがみられ、両者の作業管理の周到性には明らかな差異が

認められる。

　かような作付体系や作業管理面での性格の違いが両者の収量水準に対して極めて

大きな作用を及ぼして、各々の生産費の絶対的水準を規定しているものと添えられ

る。そして、費用項口中の購入肥料費の差は、双方の地力維持方式の違いによって

もたらされた士爵の肥料受容力（input　capacRy）の差にもとつくものと理解され

るQ

　次に、大農具費と労働費について第5一（3）表により検討すれば、労働力利嗣の側

面では娃番農家に比して5番農家の方がほとんど作業過程全般にわたって労働時間が

短かくなっているが、この主要な要因には各々の経営の家族労働力の保有状況の違

いと同時に、てんさい作部門の経営的位置つげの違いに起因する適期作業実施への
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対応の差が指摘される。

　すなわち、5番農家ではてんさいはばれいしょと共に経営の中心作物であり、そ

れ故にてんさいに対しては適期作業実施のために一層、周到な配慮がなされて下り、

その結果、4番農家に比してより少ない二入の夫婦労働力で相対的に緊張度の高い

労働が要請されることになり、このことが労働時間の短縮に少なからぬ影響を及ぼ
　　　　　　　　　　　　（8）
しているものと理解される。

　また、大農三三については、両者の機械装備と利用時間には際立った差異はみら

れぬものの費用面で修理費の格差が著しく、双方の機械の整備・利用状況の差が大

農具費の格差を一層、拡大している実情が明らかになる。

　てんさいを代表事例とする分析結果は、原料用ばれいしょといんげんまめ（大正

金時）についてもほぼ同様に確認されるが、たとえば大正金時を事例に取り上げて

その結果を比較すれば、4番農家で中心作物の地位にある大正金時は60砂当たり

生産費や三〇議当たり収量では5番農家に匹敵する高い成果をあげて診り、投下労

働時間や労働費ではむしろ4番農家の方が高い能率を実現している。

　このような特徴から経営総体としての農業経営組織の態様が、それを構成する四

囲部門の生産費の内容や水準に対していかに重大な影響を及ぼしているかが鮮明に

なるであろうQそして、畑作経営組織を上述のごとく土地と作物の結合関係として

把えるときには、作付体系と生産費の問には極めて密接な関連性が指摘されるQブ

リンクマンが「経営総体の最高の純収益は、士地利用諸部門間に、ある一定の規模

比率の存在する場合にだけ挙げることができる」とするのは、まさにこうした事実
を理融鰹序したものと受けとめられる（碧

　かかる農業経営組織と生産費との関係は、実際に現実の生産活動に従事する多く

の農家が既に経験を通じて強く認識しているところであって、第6表にはその結果

が紀州に表われている。表中、生産費の低減に関する特徴点のうち自己の経営の「

問題点」として評価されている（1）、（3）及び生産費の低減のために「配慮する点」と

してあげられている（1）、（2）、（3）、⑨などは、畑作経営組織、なかんずく作付体系と

生産費の結びつきの重要性を表現したものと理解される。

　3）士地利用と経営構造

　これまでは農業経営組織と生産費の関係について考察してきたが、次に、生産費

の内容や水準を左右する土地利用のあり方は一体いかなる条件に規定されるかにつ

いて、士地利用と経営構造という観点から考察してコスト問題の分析をさらに深め
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第6表　　生産費の低減に関する特徴点　（生産面）

特　　　　　徴　　　　　点
事例数（両

現在 今後

ω 肥料費（農業薬剤費）が多くかかる 9
一

（2）

機械費用が割高 4
…

問　題　点

（3） 輪作体系の確立が不充分、有機物の施用少なく地力麹で問題 2
㎜

（4） 土地改良（客土、心土破砕、石礫除去、交換分合）の遅れ 2
一

6）

堆肥（糞尿スラリー）の積極的施用による肥料費（農薬費）の低減 4 8

（2） 輪作体系の確立と地力の増強． 3 6

（3） 小麦を導入し、肥料費・農薬費を低減する。 1 1

（4） 機械の共同利絹（機械センターの利馬）による機械投資の節滅 2 5

（5） 機械は個人利用で長く使用する 2 1

⑥ 機械の使用をていねいに行ない鮒用年数を長くする 2 1

（7） 適期作業の実施のため機械は個人所有で 1 2

（8） 高能率機械の導入による省力化の促進 一
1

（9） 土地改良とあわせて輪作体系の確立と地力の増強 …
2

㈹ 石礫を除去して地力をつける 一
1

㈲ その他 1 2

注）票例数は、一般畑作物を作付けする26戸の集計である。

ることにする。

　そこで、ここでは収量水準が高く生産費のよ夢安い優良な土地利用を行なう経営

群と、逆に収量水準が低く生産：費の高い劣等な士地利用を行なう経営群の経営構造

を比較対照することにより検討する。そのために、てんさいと原料用ばれいしょ、

大正金時の三つの調査作物のうち二作物以上が上記の意味で優良グループ（第ま図

の王部分）に属する経営を王タイプとしてまとめ、反対に二作物以上が劣等グルー

プ（第1図の鉦部分）に属する経営をHタイプとしてまとめた。その結果が第7一

（1）表である。な齢、葬り上げた経営はいずれも土壌条件や気象条件がほぼ同～のも

のである。

　各類型に属する経営二二はそれぞれ5戸つつであるが、両類型の土地利用と経営

構造の特徴を比較すれば、結局、両者の経営構造の差異が作付体系の採用状況に規

定的に作用している実態が明らかになる。
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第7一（1）表 土地利用と経営構造　（1）

主産物単位妾たり生産費及び10a当たり収量
類　　型

て　　ん　　さ　　い 原料咽ばれいしょ 大　正　金　時

作付戸数

@　㈲

収　量

@㈲

生産費

@（円）

作付戸数 収　量 生産費 作付戸数 収　量 生産費

至 5 6，195 7講82 3 3，943 1，016 4 249 6β26

嚢 5 5β73 9，114 4 3，915 1，202 5 王64 13，717i
@　　I

経営形態瑚分布㈲ 鵬場条件（1戸当たり面積・融）
類　　　型 農家数㈲

畑専
畑作＋

@養鶏
混岡

一嘗
ﾋ耕亦nた面
關ﾏ平均経（殉

土壌町名

石礫・

r水不
K・
X　斜

とび地 借地

1 5 3 1 1 28．1 新　生 9．8 9．3 L5

聾 5 4
…

1 27．0 薪　生 玉8．9 3．7 L1

第7一（2）表 土地利用と経営構造　（2）

経営形態別分布　　（戸） 土地（融、％）

類　　　　型

事例数（戸）

畑専 酪専

虚混同

その他

＝経

?購
条圃
緒黷
ﾌ　の

ﾇの
ｭべ
ﾈ面
｢積

　作付方式を安定的に㈹　採用している経営

15 12 1 1 1
25．9

i100）

22．9

i88．3）

　作付方式の未確立な（B）　経営

17 9 3 3， 2
193

i100）

21．2

i110．o）

注　1）土地、家族労働力、機械装備、経営経済の各項目については、全面共同経営法人の1経

　　　営体を除外して計算した。

　　2）　「10a当たり施肥量水準」は、燗専形態の経営の平均値である。
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現　　　　行　　　　作：　　　付　　　　体　　　　系　　　　　　　（戸）

作付横丁 作付方式の年限 作物残燈以外の有機物投入

（根菜・禾本・まめ）

炎該方

ｮの採
p度
@（％〉

くうソス型 偏作型
定型なし 3年 4年、 5年 6年以上 なし

糞尿スラ

梶[又は
｣燥ケイ

tン

糞尿スラ

梶[及び

ﾍ肥

4 1
…

1 3
『

三

29謹 一
2 3

2 3 2
｝

1 一　　玉 1 24．4 1 3 玉、

家族労働力㈹ 機械装備 経　営　経　済調査対象外部

蛯ﾌ10a当
ｽり収量

@　　　⑭

畑専形態 畑鶏・混同形態
のべ面

ﾏ合計
i比率％）

基幹 補助

王戸当た

閭gラク
^ー新有

k　㈲

その鴇冊

煤@㊦s）
農業粗

精v
所得率

小麦 牧草

農業粗

精v
i万円）

所得率

@（殉

20．6

i73．2）
2．2

一
2．2 133 387 3，232 2，375 60．0 2，346 53．0

23．6

i87．5）
2．8 0．4 2．2 124 360 2，180 1，671 48．2 L529 52．9

家族労働力 機械装備 栽培管理 経　　営　　経　　済

畑専形態 酪専形態10a当た：り
{肥量水準（全作物総計）

所得率基幹

ｿ9

補助

ｿ9

後あ
pる
ﾒ経
ﾔ営
閧ﾌ（両

一夕
ﾋ　i
蝟蜻ｽ㈲

その馬力数（ps）

総額

@㈲
うち購入

@（殉

農業糧

精v
i万円）

駈得率

@（％）

農業糧

精v

2．6 LO 玉 2．0 105 16β50 67．2 1，590 52．7 2β60 34．4

2．2 0．4 4 L1 66 13260 73．9 885 33．7 1，750 14．3

昭和53年、中木L内村農業経営実態調査結果による。
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　表にもとづき簡単にその内容を説萌すれば、まず、生産費が安くて収量の高いi

タイプの経営群ではHタイプに比して稲対的に根菜類やまめ類、禾本科類に：よるバ

ランスのとれた作付構成をとる経営が多く、作付方式も総じて安定的に採用されて

いる。これに対して嚢タイプの経営群には、偏作的な作付構成をもつ経営や作付方

式の採用が不充分な経営が多い。このように：両類型の作付体系の採用状況には判然

とした差異が認められ、畑作経営の基本は作付体系といわれる所以がここに改めて

認識される。

　また、経営構造の内容を比較すれば、1タイプの経営群では安定的な作付体系の

確立を容易にする土地規模や圃場条件、或いは機械や労働力の装備・利用条件が相

対的によく確保されているのに対し、豆タイプでは逆にそれらの諸条件の立遅れて

いる経営が多い。両タイプのこの経営構造の格差は、昭和53年に同村にて実施し

た農業経営実態調査の結果によっても等しく裏づけられる（第7一（2）表）。

　そして、こうした経営構造の性格が土地利用を媒介にして経営経済衝に顕著な格

差をもたらして診り、これがひいては経営の再生産構造に作用して個別の経営展開

を規定してゆくという展開図式が描かれる。

　以上の結果から畑作経営の経営構造が士地利用のあり方に対して影響を及ぼして

いる実態が鮮明になるが、かかる特質をふまえるならば、一定の作付体系を確立し

て安定した畑作経営組織を構築するためには何よりも経営構造の整備・充実が前提

とされねばならぬといえよう。

　そこで今、以上の分析をふまえて、第4表で指摘された「より大きな成果を実現

しているのは、一定の作付規模を適度な作付比率により経営内の部門相互問に位置

づけている経営である」というときの「一定の作付規模」の意味を改めて作付体系

と経営構造の観点から検討してみたい。具体的にはてんさいを代表事例にして、調

査農家にみられる標準的な経営条件を想定したときに一定の作付体系を確立するた

めに必要とされる作付規模を考察することにより接近をはかりたい。

　最近の村内の畑作経営にほぼ共通した傾向であるが、調査農家で採用されている

作付方式はてんさい、ばれいしょ、まめ、小麦を構成作物とする4年又は5年の年

限をもつものが主流を占めている。そこで、年限が4～5年の作付方式の採絹を前

提にして畑作経営の保有する主要な経営：要素の性格から作付規模の大きさを検討す

れば次のごとき特徴を指摘できる。

　（1）士地：今回の調査対象である畑作経営の支戸当たり平均経営耕地面積は、第

3表に示したように約28勉であるが、この耕地規模をもって遜～5年の輪作を確
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立するためには一作物の作付規模はほぼ5～7伽の範囲が適切となる。

　（2）労働力：てんさい作の年間労働配分に於いて労働ピークは春の移植時期と秋

の収穫時期にあり、とりわけ春作業ではばれいしょのは種作業と競合するところが

らそのピークは一層きつく現われる。荏月下旬～5月上旬のてんさいの移植作業時

に澄ける経営的作業適期、そして機械の装備・利用形態とかかわる作業能率、等に

ついて調査農家の平均的な水準を基準にすれば、家族労働力による栽培可能面積は

平均基幹労働力2．7人用5～6磁程度と推計される。実際の作付面積が家族労働力

で栽培可能な面積を大きく上廻る経営では、労働力雇用とあわせて大型高能率機械

（4可用移植機、2畦用ハーベスター、2畦用デガーなど）を導入して対応がはか

られているQ

　（3）機械：調査農家にみられる現在のてんさいの標準機械化体系は、トラクター

2台（7◎馬力、40馬力級を各1台）、2学用移植機、1畦用ハーベスターのよ

うであるが、專用作業機である移植機とハーベスターについてそれぞれ耐用時間や

耐用年数、作業能率玄所有形態、等を考慮して年間必要利用時間を計算すればほぼ
　　　　　　o①
6～7んzとなるQ

　こうした計算にもとづけば、調査対象である畑作経営の現在の一般的な経営条件

や技術条件を前提にして4～5年の年限の作付方式の採用を考える場合には、てん

さいの作付規模5～7勉の範囲が一応の基準をなすものと推察される。勿論、これ

は主要な経営要素のみに関する大まかな試算であって他にも経営経済面などから多

面的な検討が必要であるが、この試算の限りに於いても第1図で認められた作付規

模5藏水準の経営の有利性、或いは第娃一（1＞表に表われた6，0～8・Q勉層の最低生

産費の根拠の一端が明らかになるであろう。

4．ま　と　め

　小稿では、畑作に慶ける経営展開とコスト問題の課題に対して農業経営組織論的

な視点から農業経営組織とコストの関係を中心にして考察を行なった。そ：して、分

析を通じて畑作の経営展開の現局面に於ける費用構造の特質を明らかにすると共に、

次の二点を明確にした。第一には、農業経営組織とコストの間には極めて密接な関

係が存在し、畑作経営組織の主要側面である作付体系の態様により生産費の内容や

水準は著しく規定されること。第二には、作付体系や土地利用方式などの畑作経営

組織はまさに経営構造と表裏一体の関係にあり、前者のあり方は後者によって顕著

に影響されること。そして、あわせて一定の作付体系の採用に結びつく経営構造の
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内容を試算的に検討した。

　以上の結果から、今日の畑作経営がコスト問題に対処して順調な経営展開をとげ

るためには、生産費の節減や高収量に結びつく安定した±地利用を確立することが

最も基本的かつ積極的な対応であることがわかる。しかしながら、士地利用の安定

化といっても既に：実態分析で閣らかなごとく、容易にそれを実現しえない脆弱な経

営構造を有する畑作経営が現実には大量に存在して語り、これらの経営にとって今

日の畑作農業をとりまく厳しい社会経済的環境条件の下で経営基盤の再編、整備を

はかることは決して容易なことではない。

　最後に、かかる経営構造の改編につながる条件整備のうち、土地利用と直接、関

連する主要な条件のいくつかについて項目のみに簡単に触れてまとめとする。

　第一に、一定の作付規模を備えた作目構成により輪作体系を確立するためには、

何よりもそれを可能にする経営耕地規模が必要であり、あわせてできるだけ均一な

圃場条件が要求される。第二に、作物間に齢ける生産所要労働量の格差が極端に大

きくないこと。第三に、一定規模をもつ複数作目の生産を支える機械装備とそれを

可能にする資金調達の途が開かれていること。第四に、作目間の収益格差ができる
　　　　　　⑬
だけ小さいこと。

　すでに経営組織と生産費の分析からも明らかなように、これらの条件は、経営内

の特定部門をそれのみ単独に論ずるのではなく経営総体の中に位置づけて始めて的

確に把握しうるものであって、ここに農業経営組織論的な接近の有位性が改めて認

識される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（80年5月提出）
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　　　注

（1）農林水産省の実施する生産費調査の目的は、農畜産物価格の算定及び安定や各

　種生産対策の基礎資料とすることとされているが、わが国の農産物生産費調査で

　はまさに公的な価格算定の基準としての生産費計算が中心的位置を占めてきたと

　書ってよい。この点でたとえば、加用信文『農畜産物生産費論』1976年、P

　4～5、大槻正男『農業生産：費論考』（昭和前期農政経済名著三王6巻所収）

　1979年、P94などを参照のこと。

②　中札内村に診ける「地域複合システム化」構想の内容は、大規模畜産農家集団

　から排出される糞尿を家畜糞尿スラリーの形態で機械センターを通じて畑作農家

　集団に還元をはかったり、酪農家と畑作農家の間で糧飼料契約生産を行なうこと

　などにより相互の経営矛盾の打開をはかり、地域農業全体のシステム化に連係し

　ようとするものである。　「地域複合システム化」につながる岡村農業の最近の一

　連の動向は、七戸長生「全村法入化の展開を基盤にする地域複合システム化」『

　農林統計調査』1978年6月に詳しい。

（3）　自家労賃評価の方法には、大きくは農村雇用賃金にもとつく雇用賃金基準説と

　労働力の再生産という観点からの生計費説の二つの見解があり、いずれを採用す

　べきかについて従来よわ多くの議論がなされているが、ここでは生計費説に準拠

　して労賃評価を行なった。農村雇用賃金説では、適用される賃金が労働者の単身

　雇用評価を前提したものであること、そしてその賃金は農外労賃としての一種の

　機会費用であり、果たして厳密な意昧で農業経営内部に語ける純粋の労賃二三と

　しての性格を持つものかどうか旧聞であることなど、いくつかの問題点が指摘さ

　れる。

（4）　加用、前掲書、P106より引用。

⑤　実態調査によれば、実際の農機具の耐用年数は『農畜産業用固定資産評価標準

　』に比して全般的にいずれの機種とも長くなっている。一例をあげれば、トラク

　ター本機では8年に対する14年、ボテトハーベスターの5年に対する8年など○

　な澄、基準となる耐用年数は、耐用年数一耐用時間率二二使用時間（この場合、

　年間使用時間は経営形態や経営規模、作付作物、作物の作付規模等々、～定の標

　準的な経営条件を考慮して設定される必要がある）の算式で求められるべきであ

　るが、しかしながら上記の『評価標準』はかかる手続きを経て決定されたもので

　はなく税制的な性格が極めて強い。農業機械学の分野の一部では、耐用年数とい

　う考え方よりむしろその基礎となる耐用時間（機械の故障に伴う経済的損失や機
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　械型式の社会経済的陳腐化、機械性能の低下などの条件を考慮：した一定比率を最

　低の利用経費を示す経済的利用時間に乗じたもの）を第一義的に考える方法がと

　られている。個別の経営条件との関連を取り扱う農業経営研究では、こうした考

　え方を積極的に摂敬してゆく必要があろう。この点でたとえば、日本建設機械化

　協会編『建設機械の損料と経費』1970年、岡村俊民・高井宗宏『大型機械の

　修理に関する調査報告書』北海道農業開発機械化研究会、1975年などを参照

　のこと。

⑥　とくに「地代の原価性と評価の問題」については戦前からいわゆる米生産費論

　として多くの議論があるが、これらの点に関して、加用・前掲書・第7章、大槻

　・前掲書・P70～P三18、近藤康男『農産物生産費の研究』（近藤康男著作

　集第2巻所収）1974年・第2章第5節などを参照されたい。

⑦　沢辺恵外雄「複合経営に診けるコスト引き下げの可能性」『農業と経済』19

　79年9月、磯辺秀俊『農業経営に訟ける費用の論理』1962年・繁5章、参

　照。

（8）　この具体例の一つは、てんさいとばれいしょの労働競合の最も厳しい春作業の

　実施状況に現われて論り、5番農家では4番農家に比しててんさいの移植作業を

　ばれいしょのは種作業とあわせて早期に終えている。一般に十勝中央部に齢ける

　てんさいとばれいしょの施罷、移植時期はそれぞれ4／25～5／5、4／25～5／10

　とされているが、冬期の土壌凍結期間の長い中札内村では十勝中央部に比較して

　作業適期が短かくなる傾向にあり、少ない労働力で適期作業を循守しようとする

　5番農家では相対的に緊張度が高く能率の高い作業を要求されているものと考え

　られる。

（9）大槻正男訳・ブリンクマン『農業経営経済学』（大槻正男著作集第2巻）19

　77年・P248より弓1用Q
⑳　耐用時間（イ）は爾村・高井前掲書、耐用年数（の、作業能率の、所有形態←）は農業

　経営実態調査結果による。年間必要利用時間㈹は、　（雨一年間利用時間（¢）÷（ロ）

　）×の×（→　の算式で求めた。

α3　七戸長生『畑作経営に輸ける輪作体系の決定構造』全國農林統計協会連合会・

　1976年・P88～P105を参照。
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